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登録商標の通常使用権者による不正使用を理

由とする商標法53条１項に基づく登録取消審判

の請求が，通常使用権者であるとは認められな

いとの理由で，審判請求不成立の審決がなされ

た。

本判決は，不正使用者が商標の使用を開始し

た前後の種々の間接事実から，商標権者と不正

使用者の間の明示または黙示の商標使用許諾契

約の存在を認定し，審決を取り消した。

従って，本判決の意義は上記のような事例判

断にあるにすぎないが，本判決だけでなく商標

法53条１項に関する過去の判決の背後には，商

標に係る商品や役務の出所混同を防止し需要者

の保護をはかるという商標法の目的と，登録商

標の商標権者や専用使用権者，通常使用権者の

使用権（専用権）の行使との調整という商標制

度の本質的な課題が存在する。

本稿では，本判決を素材として商標法53条１

項に関する論点を概観し，周知商標の保護とい

う観点から過去の判決例や本件判決の意義を検

討する。

＜参照条文＞商標法53条１項

【要　旨】

原告Ｘは，「Bear. U.S.A., Inc」の商号を有し，

その商号に由来する「Bear U.S.A」の文字と黒

塗りの輪郭線で描いた熊の図形とを結合した本

稿末尾記載の使用商標Ｂ（以下「使用商標Ｂ」

と言う）を使用し，1994年（平成６年）頃から，

米国や日本においてジャケット，パーカー，鞄

等を製造・販売している。

これに対して被告Ｙは，訴外Ｐが商標登録を

受けた本稿末尾記載の登録商標（以下「本件商

標」と言う）を譲り受け，平成12年５月17日に

移転登録をなした。

Ｘは，Ｙが本件商標を使用許諾した訴外Ｚが

ジャケット等に使用する本稿末尾記載の使用商

標Ａ（以下「使用商標Ａ」と言う）が，原告の

使用商標Ｂと類似し，Ｘの業務にかかる商品と

「混同を生ずる」として商標法53条１項に基づ

き本件商標の取消審判請求を行った。

しかし，審決は，使用商標Ａと使用商標Ｂと

は「称呼，観念及び外観において極めて紛らわ

しいものであり」又「使用商標Ａを使用した商
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品『ジャケット』と使用商標Ｂを使用した『ジ

ャケット』とは同一又は密接な関係がある」か

ら「Ｚによる商品『ジャケット』についての使

用商標Ａの使用は，使用商標Ｂを『ジャケット』

に使用していた請求人（Ｘ）の業務に係る商品

であるかのように，取引者，需要者において商

標の出所の混同を生ずると言うべきである」と

しながら，請求人Ｘが提出した種々の証拠によ

っても「Ｚが本件商標の通常使用権者であると

認められない」としてＸの請求は成り立たない

とした。

そこで，Ｘは上記審決の取消を求めて本訴を

提起した。

判決は，（ア）ＹとＺとの間で平成12年１月

24日に締結された別件商標（登録第4345622号

の商標）の使用許諾契約の存在，（イ）その直

後に，Ｙの訴訟代理人であるＡ弁理士が作成し

た平成12年４月21日付見解書（以下「弁理士見

解書」と言う）において，「使用商標Ａと同一

構成の商標をＺが指定商品第25類（本件ジャケ

ットを含む）に使用することは問題ない」と記

述するとともに，その理由のひとつとしてＰ社

が登録済の商標（本件商標）を若干変更したに

すぎず，この程度では当然類似範囲に含まれる

ものである。・・・なお，上記Ｐの本件商標は，

Ｙに商標権を移転させる手続準備中であり，Ｙ

は上記・・・図形（使用商標Ａと同一構成のも

の）もＺに使用許諾を与えるとのことである」

と記述されていること，（ウ）右見解書の日付

と同日付譲渡証書を原因としてＰからＹに対し

て本件商標が移転登録されている事実，（エ）

Ｘが平成12年10月18日頃，Ｚを債務者として上

記「弁理士見解書」に記載された三個の標章

（債務者標章（1）乃至（3）を言い，うち標章

（2）は，使用商標Ａと同一構成のものである。）

の使用につき差止仮処分を申立したところ（以

【判　旨】

下「本件仮処分申立事件」と言う），ＹはＺの

側に補助参加し，Ｚとともに「上記各標章の文

字部分は，別件商標により商標登録を受けてお

り，標章（2）の図形部分はＹが本件商標によ

り商標登録しており，債務者標章（1）乃至（3）

はいずれもＺはＹから使用許諾を受けた」と主

張している事実，（オ）平成13年11月19日，別

件商標につき，ＸがＹに対して商標法53条１項

に基づく登録取消審判請求（取消2001-31307号

事件）を行ったところ，Ａ弁理士はＹの審判代

理人として，ＹがＺに対して通常使用権を許諾

している点や，Ｚが使用商標Ａを使用している

ことを認める答弁書を提出している事実等を認

定したうえで，

「Ｙは，平成12年１月24日，Ｚとの間で

『USABEAR／アズエーベー』商標につき使用

許諾契約の締結をしたものであるが，平成12年

４月21日には，Ｚが使用商標Ａと同一の構成よ

りなる『文字及び図形』を第25類の指定商品に

使用することに問題がないとする見解書をＡ弁

理士が作成していることに鑑みて，Ｚが実際に

使用するものと想定されていた商標には使用商

標Ａ（（弁理士）見解書別紙（1）に表示された

『文字及び図形』のうち（b）の符号が付され

たもの，本件仮処分申立事件における債務者標

章（2），取消2001-31307号事件における商標Ａ）

が含まれていたものと推認することができ，現

にＺはこれを実際に使用していたことが認めら

れる。

しかるところ，使用商標Ａの構成は，本件商

標を構成する図形の色彩を反転させた上

『 U S A B E A R／アズエーベー』商標の

『USABEAR』の文字部分と組み合わせてなる

ものであり，このことは，Ａ弁理士が見解書で

指摘し，また，Ｙ及びＺが本件仮処分申立事件

において主張するところであるから，ＹとＺの

共通の認識であったものと認められる。

そして，そうであれば，Ｚが使用商標Ａを使
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用し得るというためには，『USABEAR／アズ

エーベー』商標について使用許諾を受けたのみ

では不十分であり，本件商標についても使用権

限を取得する必要があるものというべきとこ

ろ，このことに本件商標に係る商標権をＰから

Ｙに移転する手続の準備中である旨が弁理士見

解書に記載されており，現に，弁理士見解書の

作成の直後にその旨の移転登録申請がなされて

いること，また，本件仮処分申立事件や取消

2001-31307号事件において，Ｙ及びＺは，使用

商標Ａの図形部分をなす本件商標がＹの登録商

標である旨主張しているが，この主張は，本件

商標権者であるＹが，Ｚの使用を許諾している

との趣旨を含むものとして理解しなければ意味

をもたないことを併せ考えれば，ＹとＺとの間

には，Ｙが本件商標に係る商標権を取得したと

き（ＰからＹに対する移転登録がされた平成12

年５月17日）と同時に，またはその後間もなく，

本件商標についての使用許諾契約が明示的又は

黙示的に締結されたものと推認することができ

る。」として前記審決を取り消した。

1．はじめに

商標法53条１項本文は，「専用使用権者又は

通常使用権者が指定商品若しくは指定役務又は

これらに類似する商品若しくは役務についての

登録商標又はこれに類似する商標の使用であっ

て商品の品質若しくは役務の質の誤認又は他人

の業務に係る商品若しくは役務と混同を生ずる

ものをしたときは，何人も，当該商標登録を取

り消すことについて審判を請求することができ

る。」と定めている。

本件では，Ｚによる使用商標Ａの使用が「通

常使用権者」による本件商標又はこれに類似す

る商標の使用に該当するか否か，換言すれば，

ＹとＺとの間における本件商標に関する使用許

諾契約の存否が争点となっており，これを否定

【研　究】

した審決に対して，本判決は，上記判旨に記述

したような詳細な間接事実に基づきＹとＺとの

間で本件商標に関する使用許諾契約の存在を認

めている。

ただ，このような判断は，一種の「事例判決」

とでも言うべきものであって，前提となる事実

関係を離れて先例となるような一般的な解釈基

準を提示するものではない。また，審決と本判

決が結論を異にするに至ったのは，審判官と裁

判官との事実認定能力の相違に基づくものか，

あるいは偶然の結果にすぎず，事実認定の方法

においてもさして参考になるものとも思えない。

しかし，そう言ってしまっては身も蓋もない

ので，とりあえず，従前から種々の議論がある

商標法53条の立法趣旨や解釈に関し，判例，学

説の状況を概観するとともに，本判決に至るま

でのＸとＹとの間の係争の背景を顧みつつ，本

判決の意義を検討してみたい。

2．商標の不正使用に関する取消審判制度の

意義と問題点

（1）本条の趣旨

商標法による商標の保護は，商標使用者の業

務に関する信用の維持を図るとともに，「需要

者の利益を保護する」ことを目的としている

（商標法１条）。

従って，商標が商品や役務の識別標識として

機能するうえで，当該商標に係る商品又は役務

と他の商標によって識別される商品や役務との

混同を防ぐことはきわめて重要である。

このような目的から，商標の登録に際して，

あらかじめ他人の商品や役務と混同のおそれの

ある商標や商品の品質，役務の質を誤認させる

商標の登録を禁止する消極的登録要件が存在す

る（４条１項10号，11号，15号，16号等）。し

かし，仮に出願時若しくは登録時において，こ

のような消極的登録要件には該当しないとして

適法に登録された場合であっても，事後に，商

標権者が当該商標の禁止権の及ぶ範囲（37条１
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項）において自己の商標に類似する商標を指定

商品又は指定役務あるいはこれに類似する商品

又は役務において使用することによりその商品

の品質や役務の質を誤認させたり，他人の業務

に係る商品若しくは役務と混同を生ずる行為を

行ったり，あるいは，商標権者の監督が不十分

なため，商標の専用使用権者や通常使用権者が

当該商標を使用するにあたって，商品の品質若

しくは役務の質の誤認又は他人の業務に係る商

品若しくは役務との混同を生ずる行為をするこ

とがありうる。

かような場合に，前記のような商標制度の目

的に照らして，このような商標の使用を禁止す

るため，公衆に当該商標の登録の取消しを求め

る機会を保障したのが不正使用に基づく商標登

録取消審判制度（商標法51条及び同53条）であ

ると言われている１）。

ただ，不正使用を禁止するだけでなく，当該

商標の登録自体の取消しという効果を生じるこ

とや，商標登録を取消すべき旨の審決が確定し

た日から５年間，不正使用を行った商標権者，

専用使用権者若しくは通常使用権者であった者

は，「その商標登録に係る指定商品若しくは指

定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務

についてその登録商標又はこれに類似する商標

についての商標登録を受けることができない。」

（51条２項，53条２項等）とされていることに

鑑みれば，上記目的にとどまらず，不正使用者

あるいはこれに対する監督を怠った商標権者に

対する制裁的要素が含まれていることも否定で

きない２）。

ところで，商標権者による不正使用について

は，商標権者が登録商標についてその指定商品

の範囲内において専用権（使用権）を有してい

ることを考慮して，登録商標と類似する商標を

その指定商品又は指定役務に使用する場合，あ

るいは類似する商標を指定商品又は指定役務に

類似する商品又は役務に使用する場合における

商品の品質，役務の質の誤認行為又は他人の業

務に係る商品又は役務と混同を生ずるものに限

定されているだけではなく，主観的要件として

「故意」が必要であることなど，不正使用取消

審判制度が不当に拡張されることがないように

一定の配慮がなされている。

これに対して，専用使用権者又は通常使用権

者による商標不正使用に対する取消審判制度

（商標法53条）では，登録商標の指定商品又は

指定役務と同一の商品又は役務における不正使

用が除外されておらず，使用者の「故意」を要

件としないなど商標権者による不正使用行為に

比べて適用範囲が広く，不正使用行為について

「当該商標権者がその事実を知らなかった場合

において，相当の注意をしていたとき」に取消

審決を免れるにすぎない（商標法53条１項但

書）。

このような専用使用権者や通常使用権者の不

正使用に対する取消審判制度の根拠を，使用権

設定や許諾制度の弊害・濫用による需要者の被

害の防止３）や，商標権者の専用使用権者や通常

使用権者に対する監督義務懈怠４）に求める考え

方が有力である。

ただ，商標権者による商標の使用許諾が比較

的に安易かつ頻繁に行われている我国のライセ

ンス実務の現状に鑑みれば，使用被許諾者（ラ

イセンシー）の商標使用に対する商標権者の厳

格な管理・監督等を，実際には期待すべくもな

く，上記のような商標法53条の趣旨とこのよう

な現実との距離をいかに埋めていくかが課題で

ある。

（2）他人の業務に係る商品若しくは役務との

混同

ところで，過去の裁判例を顧みると，裁判所

は商標法53条の適用にあたっては，需要者によ

る商品の品質又は役務の質や他人の業務に係る

商品又は役務との混同を防止するという本条の

立法趣旨に従って，どちらかと言えば緩やかな
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要件解釈を行ってきたと言えよう。

このような例として，「手動利器，手動工具，

金具」を指定商品とする登録商標で「BRAUN」

なる英文字と「ブラウン」の仮名文字を上下二

段に横書きしてなる商標につき使用許諾を受け

た使用権者Ｚが，上記文字標章のうち英文字か

らなる標章部分についてのみ使用し，しかも当

該英文字部分の「Ａ」を丸みの帯びた「Ａ」

に，「Ｎ」を「ｎ」に変更し，「BRAUn」なる

商標として「カミソリ（ヘアトリマー）」に使

用していることに対して，英文字「BRAUn」

（ただし，Ａの部分がやや大きく丸みを帯びて

いる）からなる登録商標をその指定商品「電気

機械器具及びその各部並びに電気絶縁材料」に

属する電気カミソリ等に使用する商標権者Ｘが

（平成５年改正前）商標法53条１項に基づき

「その業務に係る商標と混同を生ずるものとし

たとき」に該当するとして取消審判を求めた事

件の審決取消訴訟の判決がある５）。

この審決取消訴訟では，まず商標法53条１項

の「他人の業務に係る商品と混同を生ずるもの

をしたとき」との要件は，現実に混同が存在す

る場合に限定されるのか，その虞があるにすぎ

ない場合を含むのかが争点となった。

しかし，判決では，「なるほど，同条同項は

『……誤認又は……混同を生ずるものをしたと

き』と規定しており，『おそれ』のあるものを

したときとは規定しておらず，また，被告Ｙ指

摘のとおり，旧商標法及び商標法中には『虞』

又は『おそれ』との規定はあるけれども，そう

であるからといって，ただちに同条同項の前記

規定を『……類似する商標を使用し，……誤認

又は……混同を生じさせたときは』と規定され

ていると同様に解さなければならないものとは

言えず，また，商標法が需要者の利益の保護を

もその目的としていること（商標法第１条参照）

を考えれば，同条同項の右規定は，客観的に誤

認・混同を生じさせると見られる場合，換言す

れば誤認，混同のおそれのある場合をもその対

象としていると解するのが相当である。」とし

て，現実に混同が存在する必要はないと判示し

ている。

また，本条における商品の類否判断について

も「『ヘアトリマー』は『電気カミソリ』に付

された商標と同一又は類似の商標をこれに使用

された場合，それが右『電気カミソリ』と同一

の者の取扱いに係るものと混同されるような関

係にある商品であると言わなければならない」

と判示して，それが厳密な意味で用途や需要者

等において同一でないとしても，両商品に同一

の商標が使用された場合には需要者が同一の者

の取扱いに係るものと混同するような場合に，

両商品は類似であるとして商標法４条１項11

号，同37条１項１号等における「商品の類似」

の基準が本条でも適用されることを明確にして

いる。そのうえで，この判決では，商標の外観，

称呼，類似することが明らかであるから両商標

は類似し，これが上述のように類似する商品に

使用されれば，Ｚの使用はＸの商品との間で

「出所の混同を来たすべきものであることは明

らかである」と判断している。

この後に登場する53条１項適用事例では，審

判請求人の商標が被請求人の商標よりも周知で

あるため，使用権者の商標使用によって請求人

の業務に係る商品又は役務との混同のおそれが

生じやすい事案が数多く見られるが，少なくと

も本判決はそのような事実の認定すら存在しな

いことから，請求人商標が周知であることは混

同のおそれを生ずる要素のひとつではあって

も，その要件でないとの前提に立っていると思

われる６）。

本判決後，Ｙは，「商標法51条１項の規定す

る登録商標の取消要件と同第53条１項の登録商

標の取消要件を対比すると前者の方が厳格であ

って，同一の商標について同一の使用態様であ

り，かつ品質の誤認，出所の混同という結果が
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同一の場合であっても，それが適法に許諾を得

た専用使用権者又は通常使用権者の使用である

場合は取消しの対象となるが，商標所有者の使

用である場合は取消しの対象とならないのは，

法の下の平等を保障した憲法14条に違反するも

のとして無効である」等主張して上告したが，

最高裁判所は「商標法53条１項の定める商標権

者の責任は，立法府の裁量の範囲内に属する事

項であるから，同規定について憲法14条，29条

違反の問題を生じない」として上告を棄却して

いる７）。

（3）通常使用権者の認定

本条は，「専用使用権者又は通常使用権者」

が上記のような混同行為を行うことが要件にな

っている。

このうち，専用使用権設定については，登録

が効力要件であることから（商標法30条４項，

特許法98条１項２号），その成立は外形的にも

明確である。

これに対して，通常使用権は，商標権者の許

諾により成立し，登録も対抗要件にすぎないこ

とから（商標法31条４項，特許法99条１項，３

項），外部からその存否が不明確な場合も多い。

もっとも，使用許諾制度の濫用による需要者

の被害を防止するという本条の趣旨や，登録が

なくとも商標権者と使用者との間では使用許諾

の有無は明白であり，そのような場合でも商標

権者は使用許諾関係を通じて使用権者に対する

監督が可能であることなどの考慮があるのかも

しれないが，判例は，「通常使用権者」の認定

にあたって，登録のみならず当事者間における

明確な使用許諾契約等も必要ではないとの立場

に立っているようである８）。

本判決が種々の間接事実に基づき，ＹとＺと

の間に「本件商標についての使用許諾契約が明

示的又は黙示的に締結されたものと推認」して

いるのも，かような従前の判例の流れを踏まえ

たものと言えよう。

（4）商標権者の不知と相当の注意

前述のように，不正使用に直接関与していな

い商標権者がその商標登録の取消しを免れるた

めには，商標権者が単に「その事実を知らなか

った」と言うだけでは足りず，「相当の注意を

していた」ことが必要である（商標法53条１項

但書）。

この「相当の注意」は何に対してなされれば

よいか，すなわち不正使用を知らなかったこと

に過失がなければよいのか，あるいは，常々不

正使用を防止するために使用者に対する監督を

怠ることのないよう注意をしていなければなら

ないのかについて，判例や通説も明確な解釈を

示しているとは言い難い９）。

しかし，すでに述べたように，本条の立法趣

旨が使用権の設定・許諾制度の濫用による需要

者の被害の防止と使用者の不正使用者に対する

商標権者の監督義務懈怠にあるとすれば，後者

のように，商標権者は商標の使用許諾契約等を

通じて使用者の不正使用を防止するために相当

の注意を怠ることがなかったことがない限り，

本条但書の免責を認めるべきではないだろう。

ただ，実際には，使用許諾契約にも種々の態

様があるため，上記のような使用者に対する監

督に要求される注意義務の程度もその実態に応

じて弾力的に解釈すべきである。

例えば，訴訟上の和解で相互に商標をクロス

ライセンスした場合や，海外に存在する商標権

者が国内のサブライセンサー等を通じて商標の

使用許諾を行っている場合と，商標権者と使用

権者との間に親子関係がある場合や同一企業グ

ループに属する場合とでは，使用権者に対する

監督の難易において相違がある以上，同一の注

意義務を課することは相当と言えないだろう。

（5）本条違反の効果

本条の不正使用行為に対しては，不正使用を

した使用権者の使用を禁止し，あるいはその使

用権限を消滅させるのではなく，商標の登録取
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消審決の確定によって商標登録を取消すという

効果が生じる。

このような制度が設けられたのは，①専用使

用権又は通常使用権というような私的契約より

生ずる法律効果を，行政行為により取消すこと

は法律的に不明確であり立法例に乏しいこと，

②専用使用権，通常使用権を取消すこととして

も審判を請求されたとき設定契約を解除すれば

その審判対象を失って棄却されることになるか

ら，この制度の存在自体が無意味となること，

③商標登録自体を取消すこととして，使用許諾

に伴う商標権者の責任を明確にすべきであるこ

と，などの理由があると説明されている10）。

しかし，この結果は商標権者にとって不利益

が生ずるというだけではなく，同一商標につき

使用権限を有する他の専用使用権者や通常使用

権者にとっては，自らが何ら関与せずかつ監

督・是正の機会すらない他の使用権者の不正使

用により，その使用に係る商標の登録が取消さ

れるという点において，きわめて不合理な制度

と言わねばならない。

現在のところ，これらの者に対する救済は，

不正使用者やこれに対する監督を怠った商標権

者に対する損害賠償請求以外には存在しない。

しかし，翻って考えれば，周知商標の使用者

から上記のような不正使用者に対して不正競争

防止法２条１項１号又は２号に基づき差止請求

がなされた場合に，不正使用者の側から登録商

標に基づく専用使用権又は通常使用権の権利行

使であるとの抗弁が主張されたとしても，かよ

うな権利行使は権利濫用であるとの再抗弁を認

めて商標権にもとづく権利行使の抗弁を排斥す

る解釈が可能であるから，多くの登録商標の不

正使用事案については，不正競争防止法に基づ

き不正使用者による商標の不正使用行為を差止

めることによって，当面の目的を達成すること

ができるはずである。

そうであれば，立法論として，本条による商

標登録取消制度を廃止したとしてもさして不都

合はなく，また解釈論としても，不正使用者以

外に同一商標につき専用使用権又は通常使用権

者が存在する場合については，不正競争防止法

２条１項１号又は２号による不正使用の差止請

求のみを認め，本条の適用を排除するような解

釈，運用をする方途があるのではないだろうか。

3．本件判決の背景（周知商標の保護と商標

法53条１項）

もはや与えられた紙幅を越えているが，簡単

に本件事件の背景を概観してみたい。

従前から，国内もしくは海外において周知又

は著名な商標について，その商標と類似する商

標を国内で登録し使用するなどして混同を生じ

させる例が跡をたたないことから，周知又は著

名商標の使用者から不正使用者に対して，商標

法51条及び本条を適用して商標登録の取消審判

請求が行われる例が数多く見られる。最近の判

決にあらわれた本条に関する事例でも，バッグ

等の装飾品に関する周知商標「ELLE」との関

連で「ELLE‐de‐ELLE」なる商標登録取消

審決を認容した判決11）や，被服，布製身回品等

の分野で周知なザ・ポロ／ローレン　カンパニ

ーリミテッド　パートナーシップ社（以下「ポ

ロ社」と言う）のポロ競技をしている人馬を表

した図形商標が我国でも周知であること，登録

商標（同じくポロ競技をしている人馬の図柄と

「POLO CLUB」なる文字標章とを組み合わせ

た結合商標）の使用が前記周知商標と類似し混

同を生じるものと認定しながら，商標権者が相

当の注意を払っても，それが「混同を生ずるも

の」であると判断することができなかったか否

かについて審判において検討・判断がされてい

ないことを理由として審決を取消した判決12）及

び差戻し後の審判でポロ社の前記商標の周知性

から，商標権者が使用商標が周知商標の商品と

「混同を生ずるもの」であることを知っていた

こと及び商標権者が使用許諾を与えるに際して
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商品の出所の混同を生じさせないような混同防

止の措置をとらなかったことから「相当の注意

をした」と言えないとした審決の判断に誤りは

なかったとして，その取消請求を棄却した判決13）

等がある。

Ｘの使用商標Ｂも，本判決や別の商標権者と

の間の審決取消訴訟判決14）の摘示から見る限

り，米国や日本においてそこそこの周知性を取

得していたようである。

そこで，Ｘは本件事件に限らず，過去に同種

の商標不正使用事件に遭遇している。

審決取消訴訟に発展した事件に限っても，本

訴被告Ｙの所有する商標をめぐり過去に二件の

使用権者の不正使用を理由とする商標登録取消

請求事件15）が存在し，うち一件16）では，本件と

同様に，別件登録商標（登録第3340430号）に

関し，ＹとＺとの間に通常使用権の許諾があっ

たか否かが争われ，判決では，ＹとＺとの間の

商標使用許諾契約（おそらく本訴でも問題とな

っている平成12年１月24日に締結された登録第

4345622号の商標に関する使用許諾契約と同一

のものと思われる。）は，「登録第4345622号の

商標に関するものに限られており，Ｚと登録第

3340430号とを結びつける証拠は存在しない。

…（中略）…これらの諸事情を勘案すると，Ｙ

とＺとの間において本件商標（筆者注－登録第

3340430号）についての商標使用許諾契約が明

示的にせよ黙示的にせよ締結された事実を推認

するには足りないと言う他ない」と判示してＸ

の請求を棄却している。

上記判決から約４年を経過した本判決では，

ＹとＺ間の前記使用許諾契約の存在のみなら

ず，その後に作成されたＹ代理人弁理士による

意見書の記述や，Ｚの使用商標Ａと同一の構成

からなる商標の使用に対する仮処分申立事件に

おける補助参加人Ｙの答弁等のＸに有利な間接

事実等の積み上げが可能となったこと，あるい

は，その間Ｘの使用商標Ｂがより周知となった

ことなどが，その事実認定に有利に作用したも

のと思われる。

しかし，他方では，熊の図形標章を伴わない

登録第3340430号（USBEAR）の商標に関する

通常使用権者の使用商標（「USBEAR」及び

「US.BEAR」）は，使用商標Ｂに関するＸの業

務に係る商品との混同を生ずるおそれがないと

する判決17）も存在する。

Ｘの（周知）商標と「不正使用商標」との争

いは，まだまだ続きそうである。
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15） 東京高判平15・12・24（平15（行ケ）375号）

LEX／DB28090483，平16・6・30（平15（行ケ）

512号）LEX／DB2801937

16） 前掲注15）東京高判平16・6・30

17） 前掲注15）東京高判平16・6・30
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